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 別紙１ 

「自立支援医療（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳交付事務に係る労働者派遣業務」 

仕様書 

 

 本仕様書は，派遣元事業者（以下「乙」という。）が，「労働者派遣事業の適正な運用の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（以下「派遣法」という。）及びその他関係法令

の定めに基づき，京都市（こころの健康増進センター相談援助課）（以下「甲」という。）の指揮

命令の下，乙が雇用する労働者（以下「派遣労働者」という。）により自立支援医療（精神通院）

及び精神障害者保健福祉手帳交付事務及び付随業務を行う際の業務仕様を定めるものである。 

 

１ 件名 

  自立支援医療（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳交付事務に係る労働者派遣業務 

 

２ 契約期間 

  平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

 

３ 予定価格 

派遣労働者１人１時間当たりの派遣料金単価 

 

１，４６０円 

 

消費税及び地方消費税 １１６円 

合  計 １，５７６円 

なお，派遣料金単価には，この契約を履行するために必要な通勤手当，社会保険料金等を含

むものとする。また，消費税及び地方消費税を含めた合計額を予定価格とする（当該金額に１

円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てるものとする。）。 

 

４ 業務内容 

別紙３「派遣業務細目」のとおり 

 

５ 業務時間 

原則として，午前８時３０分から午後５時１５分までとする。休憩時間は正午から午後１時

までとし，実働は７時間４５分とする。また，所定内時間を超える勤務時間は１日５時間，月

４５時間，年間３６０時間以内とする。 

なお，日曜日，土曜日，国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに１月２日，同月３日

及び１２月２９日から同月３１日までは原則として作業休止日とする。 
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６ 派遣労働者の員数・予定数量 

年月 
平成２８年度 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

業務日数（①） ２０ １９ ２２ ２０ ２２ ２０ 

員数（②） ４ ４ ４ ４ ４ ４ 

業務時間 

（①×②×7.75） 
620 589 682 620 682 620 

年月 
平成２８年度 

合計 
１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

業務日数（①） ２０ ２０ １９ １９ ２０ ２２ ２４３ 

員数（②） ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４８ 

業務時間 

（①×②×7.75） 
620 620 589 589 620 682 7,533 

＊派遣労働者の員数・予定数量は上表のとおり計画しているが，業務の実情と予算の実態に合わ

せて変更・修正を加える場合がある。変更する場合は甲及び乙が協議のうえ決定する。 

 

７ 就業場所 

  京都市こころの健康増進センター（京都市中京区壬生仙念町３０） 

 

８ 派遣料 

  派遣料は１人１時間当たりの単価で定め，各月初日から末日までの実業務時間の合計を乗じ

た料金とする。ただし，１日の実業務時間が８時間を超える場合，または，１週間の実業務時

間が４０時間を超える場合の業務料は２５％増し，深夜業（午後１０時から翌午前５時まで）

については２５％増しとする。また，休日勤務については３５％増しとする。 

 

 

９ 派遣料の請求及び支払い 

 （１）乙は，甲の承認を受けた就業確認書（タイムシート）等に基づき，派遣料の請求を行う。

就業確認書に記載する時刻は１５分単位とし，１５分未満の端数は切り捨てるものとする。 

 （２）甲の乙に対する業務料の支払いは月１回とし，毎月末日で締切り，乙からの適法な支払

請求書を受理したときは，３０日以内に乙に当該請求金額を支払う。 

 

１０ 派遣元責任者 

 派遣は派遣法等関係法令の定めに基づき，自己の雇用する労働者の中から派遣元責任者を選

任し，派遣労働者の適正な就業確保のための措置を講じなければならない。 

 

１１ 派遣先責任者 

甲における派遣先責任者は京都市こころの健康増進センター次長とし，指揮命令者は京都市

こころの健康増進センター相談援助課長とする。 
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１２ 派遣労働者の確保 

 （１）派遣労働者については，本仕様書に定める業務を遂行するために必要な実務的能力，業

務遂行能力を有する者を乙が責任を持って選定・確保し，個人情報の取扱い等について就

業前に研修を行うこと。 

 （２）乙は，派遣労働者の選定に当たって，原則として１２箇月間従事できる者を選定するこ

と。また，派遣労働者のうち１人は，派遣労働者の取りまとめ的な役割を担うものとし，

甲は，業務全体にかかわる指示等については，主としてこの者を通じて行うものとする。 

 （３）派遣労働者に交代がある場合は，円滑な引継ぎが行えるよう，乙の責任において必要な

引継ぎ期間を設けること。 

    この場合，追加的に発生する経費は乙の負担とする。 

 （４）派遣労働者が病気・休暇等により長期間就業できないときは，甲及び乙が協議のうえ対

応するものとする。 

 

１３ 労働者派遣契約の中途解約に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置 

 （１）甲は，労働者派遣契約の契約期間が満了する前に，乙及び派遣労働者の責に帰すべき事

由以外の事由によって労働者派遣契約の解除を行う場合は，３０日以上前に乙に解除の申

し入れを行うものとする。 

 （２）甲は，労働者派遣契約の解除の申入れについて，３０日以上前に，乙に申入れすること

ができないときは，少なくとも派遣契約を中途解除したことによって，乙に生じた次の損

害を賠償する。 

   ア 乙が派遣労働者を休業させる場合は，休業手当に相当する額以上を賠償 

   イ 乙がやむを得ず解雇する場合は，次の各賃金に相当する額以上を賠償 

   （ア）甲の予告がないために，乙が解雇予告できなかったときは３０日以上 

   （イ）解雇予告の日から解雇までの間の期間が３０日に満たないときは，解雇の３０日前

の日から解雇予告の日までの期間の日数分以上 

 （３）甲は，乙から請求があったときは，派遣契約の中途解除を行った理由を乙に対して明ら

かにする。 

 

１４ 派遣元事業者及び派遣労働者の遵守事項 

 （１）乙は，派遣法をはじめ労働法その他関係法令を遵守すること。 

（２）乙は，派遣労働者の就業に先立ち当該労働者の氏名を書面により派遣先責任者に通知す

ること。 

（３）甲は，派遣労働者の業務遂行能力，勤務態度等について派遣先責任者が不適当と認めた

場合，乙との協議のうえ，交替させることができる。 

   この場合，乙は，速やかに代替派遣労働者を派遣すること。 

（４）派遣労働者の故意又は重大な過失により甲に損害が生じた場合は，乙の責任において当

該損害の賠償にあたること。 

（５）乙は，事業が終了した場合は実績報告を作成し，甲に提出しなければならない。 
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（６）乙が契約内容に反した場合，甲は契約額の一部又は全部を返還させる権利を有するもの

とする。 

 

１５ 便宜供与 

  派遣労働者は，甲の更衣施設，休憩時間における休憩施設及び衛生施設について使用するこ

とができるものとする。 

  

１６ 個人情報の保護 

乙は，この派遣業務を処理するための個人情報の取扱いについては，別紙４「個人情報取扱

特記事項」を遵守しなければならない。 

 

１７ 安全及び衛生 

本件業務の遂行に伴う安全衛生の管理については，甲及び乙が連携し，労働基本法，労働安

全衛生法その他関係法令の規定に基づき適切に処理することとする。 

なお，派遣労働者はコンピュータ等のＶＤＴ作業を行うに当たっては，概ね１時間につき 

１０分程度を目安としてＶＤＴ以外の作業に従事するものとする。 

 

  １８ 苦情の処理 

甲及び乙双方に苦情の申出を受ける者を定め，本件業務の遂行に伴い乙から苦情の申出が為

された場合は，双方が協力し適切に処理することとする。 

 

１９ その他 

 （１）本契約等において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨とする。 

 （２）契約保証金は免除する。 

 （３）契約書作成の要否は要とする。 

 （４）業務内容，派遣労働者の員数・予定数量等は，本仕様書を基本とするが，実情に合わせ

て変更・修正を加える場合がある。その場合は甲及び乙が協議のうえ決定する。 

 （５）その他，本仕様書に定めがない事項については，甲及び乙が協議のうえ，適切に処理す

るものとする。 


